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1. はじめに
2000 年以降のインターネット及びモバイル機器

の普及を経て、身近な人とのコミュニケーションの
形態が変化してきた。例えば、総務省の「平成 30 年
版情報通信白書」では、ソーシャルメディア（ブロ
グ、ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）、
動画共有サイトなど、利用者が情報を発信し、形成
していくメディア）に焦点を当てた分析を行い、米
国、英国、ドイツと比較し、我が国では個人間のつ
ながりよりも情報収集や消費する場としての活用に
価値が置かれているものの、ソーシャルメディアは
身近なつながりを補完し、オンラインコミュニティ
の参加者の増加やソーシャルメディアを活用した地
域コミュニティ構築も始まっており、他者とのつな
がりを得ることの重要性は高まっていくことを述べ
ている1）。こうして、効率よい、便利なコミュニケー
ションが可能になった一方で、実空間で家族と面と
向かっていてもコミュニケーションが十分に取れて
いない状況も生じている。
　本稿では、親子関係とモバイル機器についての調
査研究から現状の課題を把握した上で、新たなデジ
タル媒体による身近な人とのコミュニケーション促
進の可能性について、モバイル機器の使用状況を踏

【 概　要 】
　スマートフォンなどのモバイル機器の普及により、情報収集やコミュニケーションの効率や利便性が高まった。そ
の一方で、身近な人との対面でのコミュニケーションは充実したものになっているだろうか。そこで、モバイル機器
が親子関係にもたらす影響を親子がどのように捉えているのかを示し、そこでの課題と今後の科学技術の進展によ
る新たなデジタル媒体（VR など）が、これらのコミュニケーションをどのように促進していく可能性があるかについ
て考察する。
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まえて考察する。

2. 親子関係とモバイル機器
南カリフォルニア大学（以下 USC）アネンバー

グ・コミュニケーション・ジャーナリズム学部長の
Willow Bay 教授は、日常生活のパターンや人との関
わり方の変化など、テクノロジーが身近な人間関係に
及ぼす影響について研究を行っている2）。2017 年 9
月に東京で開催された同大学主催の会議3）において、
Bay 教授は、親と 10 代の子供のモバイル機器使用に
関する日米比較調査 4、5）について発表した。
　調査では、「親と子供は、毎日スマートフォンやタ
ブレットなどのモバイル機器で、どのくらい時間を費
やしているのか」「モバイル機器に依存していると感
じているか」「モバイル機器の使用は、家族の間でス
トレスや言い争いの原因となっているか」「子供は親
がモバイル機器を使用しているために無視されてい
ると感じているか」などの質問が設けられた。
　その結果、日本では、親と子供の依存性に対する相
互の認識が異なり、親の方が依存性を深刻に捉えてい
ること、また、相手がモバイル機器に夢中になり注意
が自分に向いていないと親子とも感じていることが
明らかになった。具体的には、親の 61％は、子供が
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モバイル機器に依存していると感じ、38％が、親自
身がモバイル機器に依存していると感じていた。一方
で、子供の 45％は、自分がモバイル機器に依存して
いると感じ、27％が、親がモバイル機器に依存して
いると感じていた（図表 1）。さらに、親の 60％が、
親子が一緒にいるときに子供がモバイル機器に気を
取られ注意散漫になっていることが週に少なくとも
数回あると答えた。一方、子供の 20％が、時々、親
が自分よりモバイル機器を大事にしていると感じた
ことがあると答えた。
　Bay 教授は、筆者のインタビューにおいて、「モバ
イル機器は、生活において以前よりはるかに大きな
役割を果たすようになってきており、10 代の子供に
とって、モバイル機器の使用は、デジタル化が更に進
展する未来に適応するための準備になるなど有益で
あると考えられる。親と子供に対しデジタルリテラ
シー情報を提供し、彼らがテクノロジーを思慮深く理
解し、親子のコミュニケーションをストレスなく醸成
するよう生産的な方法で生活の中に組み込む支援が
求められる」と述べた。
　また、モバイルマーケティングデータ研究所が行っ
た「親と高校生のスマートフォン利用に関する意識調
査」6）においても、モバイル機器により親子のコミュ
ニケーションが阻害されている可能性がうかがえる。
親のスマートフォンの使い方で気になることについ
て、「特に気になることはない」と回答した約半数を
除くと、「親が会話中にスマートフォンを触っていて、
自分の話を聞いていないとき」との回答が 14.8％と
最も多い結果となっている。
　マサチューセッツ工科大学（MIT）科学技術社会論
の Sherry Turkle 教授は、「スマートフォンは、人の
行動ばかりか人格まで変えるほど心理的影響力のあ
る機器である。スマートフォンに向かうという選択肢

があると、効率上あるいは礼儀上、相手の方に向かう
べきと分かっていてもそれができず、会話が制限され
てしまう。沈黙しているスマートフォンでさえ、豊か
な会話との両立は難しい」ことを説いている7）。

3. 新たなデジタル媒体によるコミュニケー
ション促進の可能性

　ここでは、デジタル媒体が身近な人との対面のコ
ミュニケーションを促進させる可能性について、現在
のモバイル機器使用状況から考察する。20 代以下世
代のスマートフォンの主な利用用途として、コミュ
ニケーション（電話、メール、SNS・メッセージング
アプリケーション）やウェブ閲覧と合わせて、動画閲
覧・投稿が挙げられる8）。動画視聴による追体験にお
いて新たなデジタル媒体が魅力的な環境を提供する
ことができれば、モバイル機器依存が減じるととも
に、刺激や感動を身近な人と共有するためのコミュニ
ケーションが生まれる可能性がある。過去には、大画
面テレビやゲーム機の導入によって家族が会話する
時間が増加し、家族間の交流が促進されたとの報告が
ある9）。
　第一の可能性は、高精細大画面ディスプレイによる
共感創出による促進である。電通メディアイノベー
ションラボの調査10）では、それぞれの特徴に合わせ
てデジタル媒体の役割分担が進み、映像視聴はスマー
トテレビ、日常的な用事はスマートスピーカー、そ
してスマートフォンはコミュニケーション・パーソ
ナルアシスタントとしての機能に収れんされていく
と予測されている。また、ラボ統括責任者の奥律哉
氏 11）は、多種多様な動画サービスが利用されている
中で、映像視聴媒体としてテレビへの回帰が起こっ
ているのではないかと指摘する。テレビはインター

図表 1　親とティーンエイジャーの、相互の依存性に関する認識
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Elizabeth Daley 教授（左）と平井一夫社長兼 CEO （当時、現会長）

Willow Bay 教授（右）と筆者

ネットに接続され、インターネット上の動画をテレ
ビで見る環境が整いつつある。また、現在 4K・8K
のディスプレイの開発が進んでおり、対角 100 イン
チ以上の大画面での高臨場感、高精細化の進展も期
待される12）。こうした新しいディスプレイ環境が身
近な人との会話を引き出すかもしれない。
　一方、スマートフォンについては、現時点において
も家族や友人など身近な人との結びつきにソーシャ
ルメディアが多く利用1）されており、今後、コミュニ
ケーション・パーソナルアシスタントとしての存在
感を高めるであろう。
　第二の可能性は、仮想現実（VR）による経験共有が
コミュニケーションを促進し豊かにする可能性であ
る。USC 映画芸術学部学部長の Elizabeth Daley 教
授は、ゲームアプリケーションと VR を組み合わせた
先進的な取組を進めてきており、筆者のインタビュー
で、VR での没入感のある体験を踏まえ、学生のディ
スカッションが活発化したことに言及した13）。
　また、前述の USC 主催の会議で基調講演を行った
ソニー株式会社平井一夫社長兼 CEO（当時、現会長）
は、Daley 教授との対談の中で、「VR を正しく進める
ためにはエンターテイメントと同様に実用的なアプ
リケーションも必要である。フラットな 2D スクリー
ンに人は 6 時間接することが可能だが、VR では難し
い。こうした限界を踏まえつつ、その強みを活用する
アプリケーションを見つけていくことが継続的な発
展の鍵である。これにより人々が刺激を感じる感性に
訴える価値を生み出していきたい」と述べた。

4. 結びに
　日常の中で、モバイル機器は実空
間の身近な人との対面コミュニケー
ション機会を奪うおそれがある一
方、新たなコミュニケーションの形
を提供する可能性もある。また、新た
なデジタル媒体がコミュニケーショ
ンを促進する可能性もある。家族や
身近な人と豊かなコミュニケーショ
ンを取るために、様々なデジタル媒
体の活用を自分なりに工夫して、生
活に組み込むことが大切になってく
るであろう。
　デジタル化は、社会に様々な影響
を及ぼしていくと予測されるが、そ
れに伴い、人々の関係性も今までと
は異なるものに急速に変わってい

く。デジタルプラットフォームを駆使できるリテラ
シーを持つとともに、身近な家族、コミュニティの関
係性における課題にも積極的に取り組む必要がある。
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